
マンションストック長寿命化等
モデル事業成果報告会（資料）

2025年  10月  9日（木）
一般社団法人 全国建物調査診断センター

 マンション第二多摩川苑

【改修・管理適正化計画支援】
自主管理による管理不全マンションの建物状況調査、長期修繕計画の策定、

大規模修繕等の工事計画・資金計画の検討



物件概要

１

外観

内観

物件名：マンション第二多摩川苑

所在地：〒211-0001
神奈川県川崎市中原区上丸子八幡町1495-1

敷地面積：608.24㎡

権利関係：所有者の共有

竣工年：1975年3月

構造等：鉄骨鉄筋コンクリート造 地上7階 塔屋2階

延べ床面積：2，900.84㎡

建築面積：416.50㎡

住戸戸数：41戸

専有部延べ面積：1，922.59㎡



２

当該物件の現状と課題

●自主管理マンション。

●総会の出席率は低く、出席者も固定化し、理事長・役員のなり手不足の状態。

●H13年に大規模修繕工事を実施して以降、大規模修繕工事を実施していない。現状は、
問題がある部分のみの事後保全工事を実施しているのみ。そのため、早急に劣化状況
等を把握のうえ大規模修繕工事を実施する必要がある。

●旧耐震基準であり、H24年に１次診断は実施済みで、結果は耐震性不足である。そのた
め、２次診断を実施のうえ耐震改修工事を実施していく必要がある。

●長期修繕計画が分譲当初から無く、今後の大規模修繕工事や耐震改修工事等を計画
的に実施するためにも長期修繕計画の策定が必須である。

●用途地域の変更（商業地域（容積率制限なし、建ぺい率70％）から近隣商業地域（容積
率300％、建ぺい率80％））への変更に伴い、現状の容積率（約470％）は既存不適格であ
る。建替え事業を行う場合には、現況と同規模は不可能であり、大幅に規模を縮小する必
要がある。事業採算性の低下により、事業実施は非常に困難な状況であるため、当面は
長寿命化を図っていく必要がある。



3

課題に対するこれまでの取り組み

●R3.10月頃から川崎市による管理状況ヒアリングを複数回受ける。

●R5.3月に川崎市がマンション管理適正化推進計画を策定し、同計画に基づきR5.4月か
ら要改善マンション（管理上の問題があり、「助言・指導・勧告を行う判断基準の目安」に
該当するマンション）に対する支援である、専門相談員（マンション管理士や建築士等）に
よるアウトリーチ型アドバイザー派遣を受け入れる。

●川崎市やアドバイザーからの助言等を踏まえ、R5.7月から耐震診断（２次診断）
及び耐震補強計画策定に着手。
併せて長期修繕計画策定に向けて、勉強会や情報収集等を始める。

●R6.2月に川崎市から、理事会にてマンションストック長寿命化等モデル事業の説明を受
け、管理組合としてマンションストック長寿命化等モデル事業への申請を目指す方針を
確認。

●R6.3月に管理組合、一般社団法人全国建物調査診断センター、川崎市の3者で、
マンションストック長寿命化等モデル事業への申請のキックオフミーティングを実
施。ここから全建センターがプロジェクトに参入しますが、これまでの提案や非常
に困難であった合意形成に関しましては、川崎市が丁寧な説明などにより支援して
いました。
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本事業における提案の概要

●建物劣化状況調査の実施
耐震建築・意匠建築・給排水衛生設備・機械設備・消防設備・電気設備・昇降機設備・
ガス設備等の1次調査診断、2次調査診断の実施。

●建物の劣化状況や耐震診断結果等を踏まえ、部位ごとに修繕周期を検討するなど、
マンションの状況に応じて、将来の維持管理コストの圧縮を図ることも考慮した長期修
繕計画（30年残存期間内に大規模修繕工事２回実施）の策定。

●長期修繕計画の策定にあたっては、管理計画認定申請も見据え、適宜川崎市や専
門相談員アドバイザーの助言を受ける。

●長期修繕計画に基づき、将来の維持管理コストも考慮した大規模修繕工事計画
や耐震改修工事計画、資金計画等の検討・策定を実施する。後の資料に出てきま
すが、今回は修繕積立金の大幅な増額が必須となり、その合意形成につきまして
は困難を極めました。最終的に総会決議が取れましたが、田中理事長はじめ役
員様方の献身的なご対応があり、住民説明会を2度開催して何とか値上げに成功
しました。

●上記提案内容を実施後、速やかに大規模修繕工事を実施する。
 大規模修繕工事実施の目標時期として、2026年内の工事竣工を目指す。
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納品した成果物①-1建築部門1次調査診断報告書

☆4つは問
題である。

☆4つは問
題である。
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納品した成果物①-2建築部門1次調査診断報告書

防水 外装
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納品した成果物②-1設備部門２次調査診断報告書 給水管は必ず
全更新が必要
である。
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納品した成果物②-2設備部門２次調査診断報告書



9

納品した成果物③-1長期修繕計画書
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納品した成果物③-2長期修繕計画書

計画が破綻
している。
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納品した成果物③-3長期修繕計画書

黒字に転じる。
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まとめ及び本日までの進捗状況

●建物調査診断について

建築部門につきましては、2001年に大規模修繕工事を実施した後、小規模修繕を繰り
返すのみであった為、各所塗装・各所シーリング・各所防水・各所建具等かなりの劣化
進行が見受けられた。
以上の調査結果を踏まえ、2026年内の大規模修繕工事竣工に向け、工事計画に着手
することが決定する。
設備部門に関して、排水管は樹脂管を使用している為計画修繕の必要はなく、給水管
の全更新費用を長期修繕計画に盛り込む必要があると判断された。
現在の進捗状況は、大規模修繕工事設計を終え、競争入札による業者選定を実施し
ている最中である。

●長期修繕計画について

長期修繕計画を策定したところ、現状の修繕積立金274円/専有面積では今後の計画修
繕が実施できないとの結論に至り、修繕積立金430円/専有面積への引き上げを提案し
た。
理事会にて検討を重ねた結果、段階的に値上げを実施する方向で進めることとなり、今
回は修繕積立金360円/専有面積にて通常総会に上程することで合意した。

2025年5月25日（日）10：00～通常総会にて修繕積立金335円/専有面積値上げ案
が可決され、現在に至る。



ご清聴ありがとうございました。

一般社団法人 全国建物調査診断センター

筆頭理事 足立 亮
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